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日米関係の変容と東アジア経済＊
渡　部　福　太　郎
1．アメり力大統領の訪日にみる特別の
　　意味
①　政府と産業の協力姿勢
　1991年10月10日に名古屋で国際経済学会の
設立40周年を記念した公開シンポジウム「こ
れからの日米経済関係を考える」が開催され
ました。上記のテーマと関係があるので，こ
のときのことから始めます。パネリストは，
豊田章一郎トヨタ自動車社長，大河原良雄元
駐米大使，ウィリアム・ブリアー駐日米公
使，それに私，の4人でした。あれからまだ
6ヶ月余りしか経っていませんが，世の中が
ものすごく動いてしまったな，という感じが
します。
　そのおりに豊田社長は，トヨタ自動車は日
本の自動車産業を発展させるためにいろいろ
な手だてを考えてきて，コストダウンもはか
り，能率のいい丈夫で安いクルマをつくって
きた。それをアメリカの消費者も喜んで買っ
てくれた。私たちはアメリカへ出かけていっ
て，市場を壊滅させようなどといった，大そ
れたことは全く考えていない。ただこれか
ら，問題が起るのであれば，そういうことも
考えていかなければいけないことは重々承知
している。簡単にまとめればそういった内容
のお話しをしておりました。そのときには，
アマコスF駐米大使の代理でこられたブリ
アーさんからは，とくにクルマの話は出な
かったし，むしろ日米協力の話が中心でした。
大河原さんのお話しも，大筋は外務省の線に
沿った日米協力の問題について述べていたよ
うに思います。
　しかし，その後の流れから見ますと，日米
関係は「協力」という言葉には程遠く，あま
りにもギスギスいたしております。1992年1
月7日にアメリカのブッシュ大統領が来日い
たしました。じつは，その前年の1991年に
ブッシュ大統領は，東アジア歴訪をすること
になっていました。しかし，アメリカ景気が
芳しくないという予想がではじめたとたん
に，1992年の大統領選挙への影響のことで頭
がいっぱいになってしまいました。そこで東
アジア訪問どころではないということにな
り，急遽とりやめにしましたが，それが不評
を買ってしまいました。アメリカのブッシュ
大統領はいったいアジアをどう考えているの
だろうか，ヨーロッパについては何度もでか
けているのに対し，アジアへは一度もいった
ことがない。ブッシュ政権のもとでのアメリ
＊この小論は流通問題研究協会における第153回IDR懇話会における筆者の講義にもとついて作
成されたものである。このような形でまとめられるにあたっては，同協会の澤部英一氏に大い
　にお世話になった。ここで氏の御好意に対して厚く御礼を申しあげたい。
　また，学生への講義の参考資料として，このような形での発表を御快諾下さったことに対して
　も御礼を申しあげたい。
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カのアジア政策はどうなっているのか。こう
いう視点から，アメリカのアジア軽視の姿勢
が大きく取り沙汰されることになったわけで
す。そこで急にまた方針を変えて，1992年の
1月早々のアジア訪問を決めたというわけで
す。まことに手ぎわの悪い印象を世界に，と
いうよりは東アジア諸国にあたえてしまった
ことは免れません。
　このような経緯をもつたブッシュ大統領の
訪日の特色ですが，これは特筆にあたいする
ものでした。これまでアメリカ大統領カミ諸外
国を訪問する際に，特定産業の大物たちを同
行して大々的に乗り込む，ということはな
かったと思います。もともとアメリカは自由
主義経済，市場経済のチャンピオンのような
国であるから，産業界が政府機関と協力し合
うといった体制にはもともとなっておりませ
ん。基本的には両者互いにインディペンダン
トであります。したがって，アメリカには，
日本でいわれるような産業政策は存在しない
と言ってもいいと思われるくらい，両者の関
係はクールであるといわれています。
　ところが1992年1月の大統領の日本への訪
問にあたっては，自動車業界のトップが首を
並べて大統領といっしょにやって来たわけで
す。これはいままでのアメリカの大統領の外
国訪問の慣行と比較するとき，かなり様子が
変ったということだと思います。ゼネラル・
モーターズ，フォード，クライスラーなどの
アメリカ自動車産業のトップ・メーカーの首
脳が，大統領と一緒に日本にやってきたこと
の意味ところは，つぎの点だと思われます。
アメリカにおいて，政府と産業界が協力し合
うという，いままでには公然とはなかった協
調関係が生まれはじめているということです。
そのことをシンボリックに示す出来事がこの
1月の訪問であったと言うことができます。
　このことがアメリカに定着し，産業政策を
とおしての産業界と政府の協調が一般的な現
象となるかどうかは，しばらく今後の動向を
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見なければわかりませんが，ブッシュ大統領
が，まさに，アメリカ車のセールスマンのよ
うな雰囲気をただよわせながら日本にやって
きたことは，多くの人が観察したとおりであ
ります。いままでアメリカ大統領というの
は，政治問題，軍事問題に重点をおいて，
ヨーロッパへ行ったりしていたわけです。
レーガンの訪日も中心は政治問題でした。
　いかに景気後退が大統領選与における重要
問題であるとはいっても，経済問題が両国首
脳の東京での会合における大きい項目となる
一そういうことはなかった。ましてや問題を
自動車のように，産業を特定し，それを大き
な議題として交渉したというのは，これまで
あまり聞いたことのかつなかったことである
と思います。
　ところで，アメリカでは政府と財界，産業
界の協調路線というのはあまり聞いたことは
ありません。それでは，これは本格的な産業
政策がアメリカにおいて実現される前ぶれと
みてよいのでしょうか。日本ではこのような
産業政策，さらに言えば政府と産業界の間の
指導との協調の関係は，明治政府が誕生して
このかたずっと続けられてきました。正確に
いえぱ徳川政権の時代から産業政策があった
というべきでしょう。日本ではこの両者の指
導と協調の関係などは，いわば当たり前のこ
とと考えられてきたのであります。しかし，
これまで両者はそれぞれの独立の行動基準に
したがって行動し，とかく対立することの多
かったアメリカで，両者が協調しはじめたと
いうことは，アメリカでも産業政策が本気で
取り上げられるようになる，徴候とみること
もできよう。
（2）管理貿易への傾斜を感じる視点
　1992年1月のこのブッシュ訪日に関連して
指摘しておきたいことがあります。それはあ
たかも計画経済の国の間の交渉のように，本
来なら市場メカニズムに任せておかなければ
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
ならない領域にどんどん踏み込んで，アメリ
カのビヅグ・スリーのクルマを何台買うと
か，クルマのパーツを日本の自動車各社はそ
れぞれこれだけ分担購入して何％増加させる
とか，いうことまで政府間で交渉していった
ことです。
　これが交渉相手が日本でなくて中国だった
ら話がわかります。しかし，日本のような国
でアメリカのクルマを日本の自動車各社が何
台買うとかいうような話が，自由経済世界の
旗手である日本とアメリカ両の首脳の間の合
意として受けとってよいのかなという疑念が
生じてしまいます。一部で言われているよう
に，少なくとも自動車に関しては，「自由貿
易」から「管理貿易」に入っていったように
みえます。
　この調子でいくと，輸出自主規制の対象と
なってきたいくつかの生産物についても，や
はり将来同じようなことが起ってきて，次第
次第に管理貿易的色彩が強まってくるのでは
ないか一そんな懸念がでてまいります。それ
も，アメリカ・サイドから日本サイドへそう
いう要請があってそうなっていく，と考えざ
るを得ない動きです。ウルグァイ・ラウンド
で市場経済を唱えているアメリカが，こちら
の方では，それと背反するようなことをやっ
ているのは，ちょっとおかしいではないかと
言われても，しかたがないと思います。
（3）自動車貿易にみる国際的な貿易管理の要
　　素
　日米首脳交渉の詳細については新聞報道等
でご存知でしょうから省略いたしますが，全
体としては，すべて，約束，約束，約束であ
り，約束が山のように積み重ねられた内容に
なっております。約束したからといつて，本
当に実行できるのか。しかし実行はともか
く，約束してくれということで約束してし
まったという感があります。この約束の実行
のために政府が市場参入をして行動していけ
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ば，まさに管理貿易になってしまいます。
　しかし，この約束が履行されなかったから
といって，何ら罰則があるわけではありませ
ん。政府が約束しても，民間企業が実際どう
やるかは予めわかるはずもないのであります。
もしそれが自動車産業全体としてできるとす
れば，自動車産業そのものが自由経済から離
れて，一種のカルテル的体制に入ったいうこ
とになります。つまりカルテルを形成しない
かぎりは，何台輸入して何台輸出するなどと
いうことは，実現できるはずがありません。
　もしそうなったときに独禁法の精神との関
連はどうなるだろうとか，アメリカや日本の
クルマのディラーや消費者が，両国の自動車
メーカーの行為を非難する行動に出たら，
いったいどういうことになるのか。実際にど
うなるかは今後を見てみないとわかりません
が，市場経済・自由貿易の推進とはおよそ逆
行することであります。
　ただ約束だけなので，これを実行しなけれ
ば，もう一度両国間で問題になってくるだけ
のことかもしれませんし，これが問題になる
ときは，またまた日米関係がギスギスしたも
のになるでしょう。しかし，その頃には，現
在のアメリカの自動車メーカーの経営者はみ
んな引退させられてしまって，もっと現実的
な別の人が出てきていることになるかも知れ
ないと思います。（注：上記の“約束”につ
いて，早くも1月20日，宮沢首相はNHKテレ
ビ番組において，あれは通常の意味における
“約束”ではなくて“努力目標”の意味であ
ると述べ，アメリカ国内で反発を招いた。）
（4）いわゆる『ロンドン・エコノミスト』の
　　批評など
　この問題に関連して付言しておきたいの
は，アメリカの日系企業，とくに自動車メー
カーで働いているのはアメリカの労働者だと
いうことです。そして彼らが作ったクルマが
ものすごく売れていて，同じアメリカの労働
者がゼネラル・モーターズやクライスラーの
工場で作ったクルマが売れていないという事
実をどう考えればよいのかという問題です。
これは後述の広義の技術開発問題ともからん
でまいりますが，この問題は，前述の政府間
の約束などとは無関係であり，両国間で解決
できるようなことではないのであります。こ
ちらの方が，「約束」よりも，よほど問題なの
であろうかと思います。
　いわゆる『ロンドン・エコノミスト』の批
評もありましたが，昔ならイギリスが生産し
てないものをスペインとかフランスから買
い，逆にその両国が生産していないものをイ
ギリスがその国々に売る，そういう貿易に
よってお互いが儲けることができた。貿易と
は本来そういうものなのだ。日本はいま世界
でいちばん良いクルマを作っているのに，な
んでアメリカが同じようにクルマを作って日
本に売る必要があるのか。どう考えても，こ
れは，いままでの貿易という概念から外れて
しまう。いわんや，日本にもっとクルマを買
えといってビヅグスリーの首脳が出かけてい
くとは，いったい何たることか。そういった
日米交渉にきわめて懐疑的なコメントが出て
おりました。
　この来日した産業界の首脳たちは，自由貿
易とは何かということを忘れてしまつている
のではないかとさえ思えてきます。
　アメリカのクルマが日本で売れないといっ
ても，外車がみんな日本市場から締め出され
ている，つまり日本市場で売れないのではな
くて，BMWやベンツやフtルクスワーゲン
は売れています。アメリカの自動車業界は日
本で欧州車が売れてアメリカ車が売れないの
はなぜかを，まずよく検討すべきであると思
います。
　以上のように見てきますと，事柄の是非は
別としても，ブッシュ大統領訪日は，いくつ
かの重要な問題点を提供したものといえます。
130
2．競争市場のメカニズムに「摩擦」は
　　不可避
（1）国際経済のなかでの市場メカニズム
　市場メカニズムのなかで投資や生産や販売
活動がおこなわれている場合，そこでは能率
悪く生産されたものは，コストが高いし，品
質も悪いし，その結果売れなくなってしまう
のは当り前ですし，そういう企業は倒産して
しまいます。この逆ケースの製品はどんどん
売れていくのも，また当然のことです。た
だ，この市場メカニズムが国際的に拡がつた
ときに，貿易とか対外投資について国内と同
じとはならず，大きな問題となってきます。
　この種の議論をするときに注意しなければ
ならないのは，いろいろな国がもともと自由
経済の枠組みの中にあって，貿易についても
制限などをもうけないで自由貿易体制を維持
しているわけではなく，そういうことを前提
にして議論するわけにはいかない，というこ
とです。
　国内ですと，そんなに制約条件というもの
はないし，あったとしても，すべての企業に
とって平等に制約条件になっているのであっ
て，ある特定の企業にだけ制約条件が課せら
れるというものではありません。しかし，国
際経済全体の問題になってくると，ある国の
企業はある制約を受け，別な国の企業は別の
制約を受けているわけで，それぞれ条件を異
にしている。そこで，ある国ではかなり自由
化が進んでいるし，別のある国はそれほど自
由化が進んでいない。アメリカのようにほと
んど自由市場になっている国もある。そうい
う国際経済社会のなかでは，生産物が自由に
取引されたり，されなかったりするという不
平等が生じ，問題が起ってくるのであります。
　したがって，もともと自由化されていない
で保護を受けていた産業があるとすると，そ
れが自由化されるようになってまいります
と，その産業は当然のこととして打撃を受け
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
ることになる。そのため，たいていの国で
は，すでにある保護政策を解除することが大
変むずかしくなっている。他方で，すでに自
由化されているものについては，これは自由
貿易の原則を貫こうではないか，自由に競争
しようではないかということになっている。
　ここにチグバグが起こってまいります。あ
る産業の生産物はいろいろな国で保護政策の
対象になっている。その保護の程度も国に
よってバラバラである。非常に自由化してい
る国もあれば，かなりの程度の保護政策を
とっている国もある。そういう状況のなか
で，国際市場では相互に生産物の取引をしま
しょう，ということになっているわけです。
（2）国際貿易摩擦が不可避となるメカニズム
　ところで，自動車貿易は，アメリカにおい
ても，日本においても，ヨーロッパにおいて
も，お互いだいたいにおいて自由化されてお
りますが，生産物がすべて自由化されていれ
ば話は簡単です。しかし，あるものは強く保
護され，あるものは軽く保護され，あるもの
は自由になっている。
　そういう場合にいちばん問題なのは，とく
に保護されている産業の場合に，自由化され
ますとものすごい打撃を受けることになり，
失業が生まれるということです。これに対し
て，たいていの国では，国益という名の下
に，輸入抑制を正当化することがおこなわれ
ております。前述のお互いに完全に自由化さ
れている産業と並列して存在しているところ
に，国際社会における摩擦の難しさがありま
す。
　もともと自由にやっているかぎりは，負け
る産業あり，勝つ企業ありでありますから，
それを国ごとにまとめあげていけば，摩擦の
対象が生じてくるのは当たり前です。たまた
ま特定の国のある産業が全面的に打撃を受け
てしまうということになれば，その国の産業
と他の国の大いに勢いのいい産業との間に摩
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擦が起こるのは不可避です。
　一国のなかであれば，弱い企業が負けて強
い企業が勝つのは当たり前のこととして誰も
怒らない。かりに，日立，東芝，三菱，松下
のどこかが他を抜きんでて急速に成長し，ど
こかが業績悪化して赤字転落したところで，
とくに国際的な問題にはならない。しかし，
それが国際社会で，一方がトヨタで他方がク
ライスラーだったら，たちまち大問題になっ
てしまう。これはまさに，国境が存在するこ
とから起こってくるものです。そういう意味
では，摩擦というものは避けがたいことです。
（3）摩擦問題には危機管理的発想も必要
　したがつて問題は，摩擦が起こらないよう
にするということよりも，起こったらどうす
るかという対策の方が，あるいはそういった
一種の危機管理的な発想の方が重要になって
くると思います。
　現代の国際経済社会においては，いろいろ
な国がいろんな形で，貿易や投資に影響をあ
たえる政策をつぎつぎととっております。か
なりの直接規制をとっている国もあれば，多
少ゆるやかな間接規制をとっている国もある。
　開発途上国の場合ですと，幼稚産業を保護
し，そのために投資政策を特別なものにし
て，とくにあの産業に来てほしいを思えぱ，
外国のその産業に対して特別の優遇措置を講
じるとか，税制上の特別優遇措置をあたえる
とか，いろいろな政策をとって誘導しており
ます。これなどは，まさに自由貿易とか自由
取引主義とかとはまったくあい反することで
すが，開発途上国がこういうことをやってい
るときには，どこの国も別に文句は言わない
というのが普通です。しかし実際に多くの途
上国でそういう政策がとられていることは間
違いない事実です。
④　日本の産業政策はターゲッティンゲ・ポ
　　リシー
　日本は，これまで，ある先端産業を確立し
たいとか，ある技術開発を推進したいという
ことになりますと，それを目標（ターゲッ
ト）に設定しておいて，政府と産業界が協力
して，ひとつの開発政策をたてていきます。
あるいはある産業の確立をめざした政策を形
成してきます。そういうときは，その産業の
なかの各企業は，互いに競争しながら協調す
るという形をとる。これは通産省がとってい
る経済運営のひとつのタイプですが，この競
争しながら協調して産業が力をつけていく政
策は，ターゲッティング・ポリシーと呼ばれ
ています。これはこれまで日本の独壇場で
あって，日本の産業政策はまさにこのター
ゲッティング・ポリシーにほかならないもの
であります。
　この日本の産業政策が成功しているため
に，アメリカ・サイドがらみると，日本とい
う国は自由経済だとはいっているけれども，
通常の自由経済とは異なるのであり，政府に
なにか圧力をかければ，経済・産業の流れを
変えることができるという印象をあたえてい
るのではないか，と思います。
（5）日米間摩擦の焦点は広範囲に一制度・慣
　　行・系列化等々まで
　そういうわけで，生産物貿易そのものだけ
でなく，技術開発など，さまざまな産業政策
が摩擦の対象となっていることは事実です
が，現在の問題は，そのことよりも，もっと
厄介なものが摩擦の対象になっております。
たとえば，制度とか取引慣行とか，その国内
独特の企業系列の問題とかがそれです。これ
からは，いままでのような輸出が急激に伸び
たからといって問題になったような対立，摩
擦でもないし，やたらに輸出補助金を出して
いるからけしからんといった摩擦でもない。
いままでの通常の摩擦とは違った摩擦であり
ます。
　制度とか慣行とか取引状態ということにな
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りますと，これは一朝一夕で直せるようなも
のではありません。これらが摩擦の要因に
なったとすると，この摩擦の解消は簡単にゆ
かないことは当然です。唯一，短期的な解消
につながりやすいのは，独占禁止法の問題に
かかわるものだけとなるであろう。独禁法関
連の問題は，公正取引委員会が審決方針を変
えればある程度実行可能なことです。しか
し，独禁法の運用強化で摩擦の解消を図れる
ものもありますが，それだけではとても解決
できない性質のものがあります。いずれにせ
よ，上記のような摩擦要因には解決に困難な
要素がつきまとっています。
　これが実は，いまの日米間の摩擦に大きな
ウェイトを占めておりますので，摩擦は避け
がたいから仕方がないといって放っておくわ
けにはいかない。一方，日本は自由経済の
チャンピオンと名乗れるほど自信のあること
をやっているかといえば，実は独禁法の運用
ひとつとってみても，外国から見たら，とて
もガラス張りの運用しているとは思えない。
　例の行政指導というのも日本独得のもので
あって，明治以来続いているものであります。
したがって，果していますぐに直せるものな
のかどうかわかりません。この行政指導もま
た透明であるとはとても言えないし，日本に
進出している外国企業にとっては，はなはだ
理解のむずかしい，厄介なものであります。
ですからこれが摩擦要因のひとつとして論議
の対象にあがっても不思議ではないかもしれ
ません。しかし，そう簡単に解決できるとは
思えない。
3．摩擦のメカニズムとアメリカの危機
　　意識の背景
（1）単なる二国間摩擦ではない日米間の摩擦
　日本とアメリカのこのような摩擦は両国に
とってその緩和が求められている問題です
が，国際経済の視点では，摩擦が自由世界の
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
なかの上位2ヵ国のあいだに起こっているこ
とははなはだ困った問題なのです。
　1987年の為替レートはほぼ1ドルが140円
くらいです。1985年にプラザ合意があって，
そこからずっと「円高ドル安」が進行してき
ました。その前は「円安ドル高」が続いてい
たのですが，この年を境に逆転します。どの
時点が妥当な為替レートかということになり
ますが，各国の国民総生産（GNP）のシェア
の計算をするときは1987年を便宜上とってお
ります。
　この1987年の数値で見ますと，OECD加盟
諸国（ほぼ先進国をカバーしている）の国民
総生産をみると，その全体にしめる主要国の
シェアーは，アメリカ35％，日本19％，EC
34％（EC内ではドイツが最大で8％）と
なっております。したがって，国別に見る
と，アメリカ1位，日本2位，ドイツ3位と
なります。この上位2ヵ国の合計は55％ぐら
いになりますから，この2ヵ国の摩擦問題
は，単なる2ヵ国摩擦とは言いがたい。
　この2ヵ国がどう動くかは世界経済にたい
へん大きな影響をもたらします。ただドイツ
は8％と言いましたが，ECの一員として行
動しますから，アメリカとほぼ同じくらいの
GNPシェアをもつECは，だいたいアメリカ
と対等に動いてゆく。（だからドイツを8％
という数字だけで評価するのは間違っている
と思います。）この日本とアメリカとヨー
ロッパの三つの地域の間で農産物の貿易問題
についての折り合いがつかなければ，ウルグ
アイ・ラウンドはつぶれてしまうといわれて
います。そういわれるのも当然のことでしょ
う。
　世界経済全体の流れを左右しているのが，
三者合計して全体の88％を生産しているアメ
リカ，日本，ECでありますが，それはまった
く疑いのないことです。
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（2）1958年の日本の1人当たりGNPは途上
　　国水準
　ここできわめて興味深い数字を示すことに
いたします。この1987年に，日本は1人当り
GNPでアメリカを上回っております。1986
年はまだ日本のほうがアメリカより低い状態
でしたが，翌年の1987年の数字は，アメリカ
1万8，511ドル，日本1万9，847ドルになって
おります。
　もうひとつ興味深い数字を示します。それ
はその約30年前すなわち1958年の数字です。
1958年にはおどろくべきことに，アメリカ
2，324ドルにたいして，日本はわずか285ドル
です。アメリカ人の一人当り国民所得は日本
人の8倍強であります。同年の当時の開発途
上国（LDC）をいくつかとって，その1人当
りGNPをみますと，たとえば，ギリシャ309
ドル，ブラジル250ドル，イラク213ドル，シ
ンガポール377ドル，ホンコン257ドルとなっ
ています。これでわかるように，当時の日本
は当時のシンガポールよりもかなり低く，ホ
ンコンよりわずかに上という数字であります。
　いまからみて約35年前に日本にいたアメリ
カ人は，おそらく日本人の8倍あまりの所得
をもつて，ゆうゆうと暮らしていたことで
しょう。そして，日本人とはなんとみすぼら
しい国民だろうと思っていたでしょう。日本
の所得水準は，まさに当時の開発途上国の水
準そのものでありました。その当時，たとえ
ば20歳くらいだったアメリカ人はまだ55歳，
まだアメリカの会社あたりで元気で働いてい
る世代です。この世代の人びとは，どんな気
持ちで今日の両国の数字を眺めているのだろ
うか。もし日本に当時やってきていたとすれ
ば，現在の日本人を傲慢とみているかもしれ
ません。いずれにせよ，その心理を察するこ
とも，ひとつの対応のしかたかも知れません。
　アメリカ産業界の年配の人びとが，日本に
対してきわめてシビアな態度をとっているこ
とは，マスコミの報道でしられてます。「あ
んなに貧しい，あの頃のオレ達が助けてやっ
た日本人がこんなになってしまって，傲慢な
態度でわれわれに接してきている。けしから
ん」，という意識がものすごく強いのだろう
と思います。1992年1月にブッシュ大統領と
一賭に来日したGMやクライスラーの会長
が，アメリカへ帰ってから猛烈な反日の演説
をしましたが，その年令を考えると，ある程
度想像できることです。
（3）日本のターゲティング・ポリシーに対す
　　るアメリカの見方
　そうした産業界の首脳は，よほど許しがた
い心境になっていると思われますが，日本は
別に悪いことをしているわけではなく，アメ
リカのいうとおりに市場経済をうまく使った。
ただし，アメリカのように使ったのではなく
て．明治以来の伝統的な産業政策を使って，
すなわち政府の規制，誘導，市場介入をフル
に使って，計画経済ではないが完全な市場経
済でもないという経済体制で日本を発展させ
てきたわけです。これが日本の産業界の人び
とに，政府，諸官庁との関係を大切にしなけ
ればいけないという気持ちにさせてきた根源
的な要因であろうと思います。こうして，日
本の産業政策が成功し，アメリカにつぐ国民
総生産の生産が実現されたわけです。
　アメリカの政府はいわばレフェリーの役割
を果たしている。試合をやっているのは民間
企業だ。だから，企業がルール違反をやって
いたら，政府はレフェリーとしてその行動に
ストップをかけたり，一時退場をさせたり，
ペナルティを課したりする。
　これに対して，日本の政府は全然レフェ
リーではない。最初からコーチの役割を果た
しているのだ。選手（企業）と一体になって
いる。こんな相手とまともに試合なんかでき
るわけがない。「お互いレフェリーというこ
とでいきましょう」といっているのに，日本
の政府の方はまつたくレフェリーではなく，
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コーチそのものである。ああしろ，こうしろ
と選手を指導し，チームワークをうまくやっ
たら援助するぞ，補助金を出すそ，コーチと
して最大限の力をふるってきている，という
わけである。
　これは日本の産業政策，ターゲッティング
・ポリシーに対するアメリカ人の平均的な見
方だと思います。
（4）市場経済における政府はコーチではなく
　　レフェリー
　この小論のはじめのところで，ブッシュ大
統領の訪日にからんでアメリカが変ったとい
いました。そういったのは，そのレフェリー
をもって自らを任じてしたアメリカ政府を代
表するブヅシュ大統領が，選手の代表ともい
うべきビックスリーの首脳たちをつれて日本
にやってきたからであります。
　いずれにしても，アメリカは原則的にレ
フェリー，日本は原則的にはコーチであった
ことは確かです。しかし，これから日本の政
府は，どの段階かでコーチからレフェリーへ
と，その役割を変えていかなければいけない。
そうしないと，アメリカやヨーロッパと対等
のフィールドで試合をすることができない，
ということになる恐れがある。日本が弱小な
存在，たとえば先ほど述べた1958年当時のよ
うな状態だったときは，そんなことで日本に
文句をいった国はどこにもなかった。しか
し，その30年後の1987年の数字が示すような
大きな存在になった結果として，文句が出て
きた。日本はそんなに大きくなったのだか
ら，アメリカやヨーロッパと同じような行動
パターンをとってくれ，というわけです。
　ともかく日本は30年前明らかに途上国，20
年前，なお経済小国でありました。そして多
くの人が知るとおり政治的にも経済的に，そ
の他いろいろな意味において「アメリカの傘
の下」に入っておりました。そして，1990年
代に入って現在，日本はアメリカの経済的覇
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
権に対して挑戦する国とみられるにいたりま
した。おそらく過去の歴史のなかで，これだ
けの短い期間に，二つの国の関係がこんなに
激しく変ってきた例はないのではないかと思
います。
（5）Whitch　looks　more　like　a　third　world
　　country？
　ここで日本とアメリカが相互に輸出してい
る商品のベストテンを示した興味深い表を紹
介いたします。これも雑誌『フォーチュン』
それを駆使してつくりだされた製品ばかりで
す。
　それでは，アメリカから日本へ輸出してい
る商品のベストテンはどうか。まず1位はタ
バコで，16億7，300万ドルという小さな輸出
金額です。2位には先進国らしくコンピュー
タのパーツが入っています。これはおそらく
日本がアメリカから買ったコンピュータのた
めのパーツだろうと思います。3位も先進国
らしく航空機です。1位のタバコというの
は，われわれの感覚からいうと本当かなとい
表1　日本とアメリカの相互輸出の上位10品目（1991）
日本からアメリカへの輸出品 アメリカから日本への輸出品
??????? ? ? ? ?自動車
コンピュータ・ディスク・ドライブ
コンピュータ・パーツとアクセサリー
セミコンダクター
コンピュータ・メモリーチップ
テレビ・カメラ
トラックVCR
自動車トランスミヅション
コピー器
21，123
3，595
2，572
2，442
2，434
2，431
1，801
1，498
1，012
　920
?????? ? ?? ?ジガレヅト
コンピュータ・パーツとアクセサリー
航空機
コーン
木　材
コンピュータ
セミコンダクター
アルミニウム
航空機パーツ
大　豆
1，673
1，665
1，629
1，407
1，280
1，191
1，116
　955
　897
　840
〔資料出所〕“Fortune”Dec．30，1991．
　　　　　　単位は100万ドル
（1991年12月30日号）に載っていたものです。
1991年の数字ですが，日本のアメリカへの輸
出の1位は自動車で，その金額は211億2，300
万ドル。群をぬいた金額です。2位以下はコ
ソピュータ関連が並んでいます。2位はコン
ピュータ・ディスク・ドライブ，3位はコン
ピュータのパーツとアクセサリー，4位は半
導体，5位はコンピュータ・メモリーチップ
と続きます。そして以下，6位にテレビジョ
ン・カメラ，7位にトラック，8位にVCR，
9位に自動車のトランスミッション，10位に
コピー機器というように並んでいます。すべ
て先端技術に関連するものであるか，または
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う気がしますが，2位，3位はさもありなん
と思われる商品です。
　ところが，4位に穀物，5位に木材（木材
製品ではなく丸太そのもの）と並ぶと，おや
おやと思ってしまいます。6位，7位にはコ
ンピューターそのものと，半導体が並んで，
いかにも先進工業国アメリカらしいイメージ
がまだあります。しかし，この半導体は，例
の半導体協定に応じて日本のメーカーがさか
んに輸入しているものです。協定などなにも
しないで放任しておいたら，半導体がアメリ
カから輸入されてくることはないはず，とい
われているものです。
　8位には精錬したアルミニウムが入ってき
ます。日本ではアルミニウムの精錬はコスト
が高くて割りに合わないということで，アル
ミニウム産業と政府行政とが協して生産設備
を縮小させてしまいました。市場メカニズム
にまかせても日本のアルミニウム産業はつぶ
れたと思いますが，政府が介入してスムーズ
に産業の収縮をはかったわけです。その間に
いろいろな行政上の措置がなされました。そ
して9位に航空機部品，10位に大豆と並びま
す。
　両国を比較してみると，日本のほうは，先
端技術産業がつくった製品がぞくぞくと輸出
されているのに対して，アメリカのほうは，
コンピューターと航空機，それに協定によっ
て日本が輸入している半導体を除くと，残り
はタバコ，穀物，木材アルミニウム，大豆で
上位10位のまうち4つまでは農産物，一次産
品です。
　これは，いまの日本とアメリカの貿易の現
実をよく示していると思います。この表のタ
イトルが“Whitch　looks　more　like　a　third
world　country？”となっているものをみて
も，アメリカ人のいらだちが滲みでているよ
うに思えます。こうしたいらだちは，アメリ
カ産業の将来に対する一種の危機感をかきた
てることになるわけです。
（6）競争力委員会報告「産業技術こそ米国再
　　生の鍵」
　これに関連して考えておくべきことに，技
術の問題があります。はたしてこれまでアメ
リカの技術は日本の技術に比較してそんなに
優れたものであったのだろうか，また，これ
からも優位を保ちつづけられるのだろうか，
という問題です。
　これについてはまざまな見方があると思い
ますが，いちばん皆さんの参考になるだろう
と思われるのは，アメリカの競争力協議会
（Council　of　Competiveness）が発表した報
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告書“Gaining　New　Ground”でOtないかと
思います。これは，産業界の人たちが中心と
なってつくり上げたものです。ここに書かれ
ているものは，あるものは適切であり，ある
ものはおおげさにすぎる感があります。上記
の問題を考えるにあたって有益なので，ごく
簡単にご紹介しておきたいと思います。
　この報告書の内容のエヅセンスをいちはや
くまとめたのは，富士総合研究所です。同研
究所は，報告書そのものには書かれていない
「産業技術こそ米国再生の鍵」というタイト
ルを付け，そのエッセンスを調査資料として
発表しております。
　アメリカ産業の技術開発力および国際競争
力の低落に関して，非常な機器意識をもって
最初にとりあげたのは，1985年に大統領諮問
委員会が発表したrヤング・リポート』で
あったと思います。そして1987年には，レー
ガン大統領はr一般教書』のなかでは初め
て，アメリカ産業を強化しなければならない
ことが強調しました。さらに2年後の1989年
には，アサチューセッツ工科大学（MIT）の
産業生産委員会はその研究報告書を出してお
ります。これは日本でも翻訳され，rメード
・イン・アメリカ』という標題の本になって
おります。そしてつづいて上に述べた“Gri－
ning　New　Ground”は1991年3月に発表され
ています。
（7）アメリ力政府は基礎科学の発展に注力
　“Gaining　New　Ground”は，アメリカの
政策は間違っていたことをいろいろと指摘し
ております。その中身を要約すると，科学
（サイエンス）を発展させれば産業の競争力
がついてくるという前提に立って，アメリカ
政府はサイエンス発展のために研究資金を投
じてきたが，どんなに科学が発展したからと
いって，それだけでアメリカの産業が強化さ
れるわけではなかったということを，いろい
ろな視点から強調している報告書だと言って
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
よいと思います。
　ここでサイエソスといっているのは，大学
や政府および民間の研究機関でおこなってい
る基礎科学の研究を指しております。これを
築き上げていけば，あとは民間企業が十分な
応用技術へ展開させ，国際競争力をもつ製品
の創出へむけてうまくやっていくにちがいな
い一そういう考え方が，これまで支配的だっ
たのであります。科学の基礎研究というのは
非常に資金がかかるし，それによって直接儲
かるものではないのだから，そういう誰も資
金を出さないようなもので，かつ重要なもの
には，政府は極力資金を出すべきだという考
え方であります。
　したがって，民間がやれるものについては
政府が乗り出すべきではないというのが，前
述のアメリカのレフェリー制の立場です。政
府は本来レフェリーではありますが，誰も選
手がいないのなら仕方がないから，政府がみ
ずからおカネを出して乗り出すしかないか，
という訳です。アメリカはこういう考え方の
もとに，べ一シック・サイエンスにおカネを
そそぎ込んだ。
（8）日本政府は応用技術の開発に注力
　ところが，日本のほうがまったく違ってい
て，基礎科学には研究助成金を出してはおり
ましたが，特別に資金をつぎ込むことはな
く，ターゲッティング・ポリシーの対象にし
たこともありませんでした。むしろ応用技術
と構想に力を入れてきました。現在では基礎
科学も力を入れるようになりましたが，これ
はごく近時のことです。
　この応用技術開発にあたっては，企業と政
府が一体となって新しい技術開発をすすめ，
大型プロジェク5を編成していく，というや
り方がとられました。各企業が自分でやれる
プロジェクトは各自がやりますが，企業レベ
ルではけむずかしいものについては，協調し
てプロジェクトをつくって技術開発しなけれ
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ばいけない考え方がその基本にあたります。
ここに競争しながら協調するという行き方が
でてくるわけです。こうして，この応用技術
の開発という点で，日本はみごとに成功しま
す。
　しかし，アメリカでは，こういうことは，
これまでやってきておりません。応用技術の
ような領域は民間企業のやるべきことであ
り，それは民間に任せておき，政府は乗り出
さない。政府はむしろ基礎科学の開発に資金
を投じるというのが，その基本姿勢でした。
　たしかに，日本のように応用技術の開発と
国際競争力の強化に力を注いでると，ノーベ
ル科学賞をとれる人は，アメリカのようにそ
うたくさんは出ないのも当然です。しかし，
一国全体の産業を発展させ，所得をふやすと
いう視点からいえば，日本にようなやり方の
ほうがはるかに有利であることは間違いあり
ません。ノーベル賞をもらう学者が何人増え
ようとも，それで国民のくらしが楽になるわ
けではありませんから。
（9）　「米国産業は競争力を失った」という危
　　機意識
　こうして見てくると，アメリカ政府の政策
は，アメリカの産業の国際競争力の強化に役
立つような応用技術の開発には特別のことは
なにもしなかったし，資金をそちらの方に回
していなかったことは明らかです。
　rGaining　New　Gnound」は教育もとりあ
げています。アメリカの大学における教育で
も，エンジニアをどんどん養成するといった
教育はやっていない，こんなことでは，日本
と比較して，かなり見劣りする結果が生じて
も当然であるとか，こういう点では，ドイツ
でもアメリカよりはずっとうまくやっている
ではないかとか，上記の報告書は，そのよう
なことも述べて，アメリカ人の危機感をあお
り立てつつ，ガンバレ，ガンバレとかなり先
鋭に打ちだしております。
　ただ，この危機意識の立て方はいささかセ
ソセーショナルであります。すでに紹介しま
した富士総合研究所による上記の報告書の要
旨の翻訳の一部をここで紹介しておきます。
　「10年前全面的に強かった米国の立場は，
深刻なほどに低下してきている。米国産業は
産業活動に重要ないくつかの技術で，競争力
をすでになくしているし，その他についても
競争力は弱いか，あるいはほとんど競争力を
失った状態にある。さらに趨勢的に見ても，
ほとんどの技術で米国は不利な状況にある。
そのため，米国の立場はさらに低下しつづけ
ることになるであろう。」
　大変な言い方であります。ほんとにそんな
ことになっているのだろうかと，誰でも疑念
を持つような文章です。こんなに激しいこと
ばを連ねていることを見ましても，これにか
かわった人たちがいかに強い危機感を持って
いるかがわかります。
⑩　アメり力産業の競争力のある領域・ない
　　領域
　この報告書は，アメリカが強くて，相手が
日本であろうとどこであろうと，十分に競争
力を持ってやっていける部分と，それだけの
力がない部分が，アメリカ産業のなかにある
ことを指摘しています。
　そして，これから開発に努力しなければな
らない技術領域として，第1番目に素性およ
び関連加工処理技術をあげていますが，そこ
には，たとえば先端構造材料，高分子セラ
ミックス，電子および光工学材料，シリコ
ン，超電導，バイオテクノロジー，合成化
学，精密コーティング，等々ありますが，そ
のなかでアメリカが十分に競争力を持ってい
るものが17あり，ほとんど弱いかあるいはな
いというのが9つあげられています。
　一方，情報関連技術のほうは，人工頭脳，
コンピュータ・シミュレーション，コン
ピュータ・ノ・一ドウェア，ヒューマン・イン
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ターフェース画像処理など25の領域では，ア
メリカは圧倒的な強さと十分な競争力を持っ
ているという評価が述べられています。
　それから，原動機推進技術関連には，これ
は燃料エンジン，低公害型エンジン，ロケッ
ト推進といった類のものがありますが，その
なかでアメリカが圧倒的に強いのが6領域
あって，弱いのは1領域です。
　それでは，同報告書はアメリカ産業のどこ
が弱いと行っているのか。それはエレクトロ
ニクス関連です。マクロエレクトロニクスと
か，センサーとか，ディスプレイとか，液晶
といった類の領域では，アメリカは強いのは
5領域しかなく，残り12領域はアメリカは競
争力がない，と評価しております。
　同じく力のないのはエンジニアリングおよ
び生産技術です。人間工学とか構造力学とか
TMSとか半導体構造装置，あるいは精密ベ
アリングといった類の領域では，アメリカが
圧倒的に強いのは8領域で，残りの11領域で
は競争力なしと判定されています。
　こうして見ますと，われわれがハイテクと
呼んでいる領域のうち，かなりの部分におい
てアメリカは圧倒的な競争力を持っていて，
弱いのは限られた領域であると言うことがで
きます。しかし，とくにエレクトロニクスの
領域で弱いのはアメリカにとってもっとも頭
の痛いところで，この領域では日本がきわめ
て強いことは周知のところであります。
01）アメり力の失業増大と日本の労働条件の
　　国際問題化
　したがって，総括的にいえることは，つぎ
の2つだろうと思います。ひとつは，アメリ
カ人がいうほどアメリカの産業は弱くない。
もうひとつは，日本人が考えているほどアメ
リカの産業は弱くない。たまたま応用技術の
一部であるエレクトロニクス関連分野で弱い
ためにアメリカは損をしている，ということ
ができると思います。とくに半導体について
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
は，アメリカが弱いというよりも，日本がと
び抜けて強いということです。しかし，アメ
リカの産業の一部，とくに自動車などの機械
工業分野で，生産がおち，失業者が増えてく
ると，社会的に政治的に大きな問題にならざ
るをえません。
　一方，日本の労働時間の多さが国際的に問
題になっていますが，自動車産業などはやは
りものすごい労働時間であります。私の大学
の女子学生が卒業後自動車メーカーの社員と
結婚しました。結婚後十数年になりますが，
夫が夜はやく帰ってきたことがないと言って
嘆いています。去年は，こんなこと何とかな
らないんでしょうか，ということを書き添え
た年賀状がきました。今年の年賀状は，もう
あきらめました，こんなことをやって一生を
終わるんでしょうね，と書いてありました。
来年はいったいどんなことを書いてくるので
しょうか。
　アメリカの自動車産業には大量の失業者が
出て，操業時間もものすごく少ない。これに
対して，日本の自動車産業の従業員は夜の12
時に帰宅するほど働いて，朝はまた早くから
出勤していく。それで，日本はいったい何台
つくって，何台売ったら気が済むんだという
質問が出てくるわけです。そうまでして，日
本は何をする気なのか，という質問もでます。
　ブッシュ大統領と一諸に訪日したゼネラル
・モーターズやクライスラーの会長は，アメ
リカで演説をぶって，日本はアメリカの自動
車産業をつぶすつもりであろう，ゼネラル・
モーターズがつぶれ，クライスラー一がつぶれ
たら，トヨタや日産は満足するんだろう，と
いった攻撃的な言い方をしておりますが，日
本の長い労働時間にむけたその目は，両国の
自動車産業のはげしい競争を念頭におけば，
よくわかることかもしれません。
⑫　日本の長時間労働の改善問題
　事態は，市場経済の原則がどうの，自由貿
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易の原理がどうのといったプリンシプルの話
ではなくなっております。日本の企業でも夜
は6時すぎには従業員はさっさと帰宅してい
る，誰も残業なんかしていませんよというん
だったら，アメリカは文句のつけようがない。
ところか，日本の工場では，ブルーカラーは
朝は早くから，夜は遅くまで3交替で働き，
かつ残業し，ホワイトカラーも長時間労働で
長い残業を当然のこととしている。そうなる
と，やはり日本をターゲットにした攻撃がで
やすくなります。
　アメリカとの間の貿易摩擦問題をこえて，
なんらかの対応をしなければならない状況に
あるといえるでしょう。いま述べたような長
時間労働を背景とした競争力というのが，自
動車産業に限ったことではないところに，こ
の問題の根の深さがあるのであります。日本
の金融機関などもまったく例外ではありませ
ん。かつては，銀行というのは花形の就職先
でありました。一昨年あたりから学生は銀行
を敬遠しはじめました。原因は簡単です。東
京に住んでいるのに毎日夜は12時すぎに帰宅
して，朝は新入行員は，8時に出てこいと言
われ，週休2日といわれているけれど実態は
そうでなく，土曜日は出なければいけない
し，中堅幹部行員は日曜日も出ている。これ
がその敬遠の重要な理由のひとつです。
　さて，こういう状態を日本人だけが知って
いて，外国人が知らなければ，問題になりま
せんが，いまや日本のことは，実にこまかい
ことまで調べあげられております。もはや
「安くて品質のいいものが売れて，なぜ悪
い」なんて言ってられない事態になっている
のです。これが，先ほども触れた文化摩擦に
まで問題が発展していく背景であります。そ
して，このレベルの問題に関していえば，い
ざとなったら，ECはアメリカと足並みを揃
えることは間違いありません。彼らは，アメ
リカよりもっと自由な時間を享受しているわ
けですから，当然であります。
4．アメリカの経済的覇権の弱体化とア
　　ジア政策
（1）　「超大国はアメリカー国のみ」という自
　　負
　ところで，このような事態が，たんに日本
とアメリカとのあいだの「摩擦」問題にとど
まらず，全体としての世界経済におけるアメ
リカの地位の低下にかかわってくるところに
今後の国際経済問題としての重要性がある，
と考えられよう。
　戦後長い間にわたってアメリカが圧倒的な
力を持ちつづけてきましたが，そのこと自体
が異常なことであります。日本やEC諸国な
どが戦後しだいに復興，成長をとげて本来の
あるべき経済状態になってきたら，アメリカ
はアメリカなりに，それに相応した位置づけ
になっていくのは当然でしょう。しかし，ア
メリカの政府筋の主張，たとえば最近の米国
防省発表「冷戦後の超大国はアメリカー国の
み。他国がそうなるのは許さない」など，さ
まざまな論調を見ると，アメリカの経済的覇
権がゆらぐことは認められないという姿勢が
歴然としています。
　他方，日本のほうにおいても，アメリカの
地位の低下と日本の地位の飛躍的な上昇を，
「戦争に負けた分は経済で勝ちとった」とい
うような意識で見ている人も多い。“アメリ
カに対する挑戦”と受けとられても仕方がな
い言動もしだいにでてまいりました。
　こうして両者の間に，喧嘩腰の不協和音が
数々生じているわけであります。
　このアメリカの経済的覇権の弱体化は世界
全体のなかで起こっているのであり，その代
りにECと日本の経済的地位の上昇が生じて
てるわけです。ECと日本といっても，とり
わけ目につくのは日本のほうで，とくに日本
がアジア地域できわめて大きな存在になって
いることに，アメリカはたいへん神経をとが
らせております。
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　さきほど述べた，ゼネラル・モーターズや
クライスラーをつぶせば気が済むのかという
ようなアメリカ人の対日感情の線にそってみ
てくると，つぎのようになってきます。日本
はどこまでやれば気がすむのか，アジアにお
いて，さらに世界において経済的覇権を確立
すれば満足するのか，それまで頑張る気なの
か，ということになります。そこに攻撃的な
日本観が生まれるかもしれません。
（2）アメリカにとっての東アジア経済地域
　アメリカの貿易にとっても，アジアは，
ECよりウエイトの高い経済圏です。1990年，
東アジア（日本，韓国，台湾，タイ，マレー
半島，シンガポール，南はインドネシアまで
の西太平洋地域）に対するアメリカの貿易は
全体で750億ドルの黒字を計上しております。
貿易額は，往きかえりを併せて，約3，000億
ドル。対ヨーロッパ貿易は，その3分の2く
らいです。一方，直接投資を見てもアメリカ
から東アジア地域に対して，同じ1990年に約
610億ドルの投資がなされ，逆に東アジアか
らアメリカへの投資は約950億ドルとなって
います。また，現在アメリカには約700万人
の東アジア系アメリカ人が住んでいるといわ
れております。
　このように，東アジアがアメリカにとっ
て，きわめて重要な地域であることは，明ら
かであります。
（3）アメリカのアジア政策の基本：覇権国の
　　出現を許さず
　アメリカは伝統的に，アジア太平洋地域に
ついては，門戸開放主義をとってきました。
これは，ペルー来日の頃から一貫した外交政
策です。つまり市場開放を唱えてきたわけで
す。さらに，歴史的にみて，アメリカはこの
地域にアメリカに敵対するような覇権国の出
現を絶対阻止する，あるいは，覇権を狙う
“国の連合”の出現を阻止する，という政策
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
をずっととりつづけてまいりました。
　中国共産党が中国本土の支配権を握ったと
きに，それを非常に警戒して，アメリカの駐
留軍を中国を包囲するかたちで周辺各国に配
備したのも，そうした基本政策からでている
ことであります。また，ソ連の極東地域にお
ける軍備増強に対して，アメリカが日本との
提携を強化し，日本に軍備の増強を要求して
きたのも同じ理由からです。
　このような，アジア太平洋地域に覇権国家
の出現を許さないというアメリカのアジア政
策は，アメリカの利益確保からいえば当然で
しょう。こういう視点から見直してみると，
太平洋戦争のときにアメリカが日本に対して
とってきた態度もよくわかると思います。つ
まり，アメリカはアジア太平洋地域の国々に
対してプレヅシャーをずっとかけつづけて市
場開放を要求していく。しかし，そこにアメ
リカと敵対的関係になるような国の出現は絶
対阻止したい。しかも，その問題解決はでき
る限り政治的に処理するという政策姿勢だっ
たわけです。
　この政策姿勢は，これからも変らないと思
います。今後，アジアのなかから，かつての
日本のように，アジアのなかから自分から手
をだす国がでてくれば別ですが，アメリカの
ほうから先にみずから手をだすということは
ないと思います。それは，アメリカが，ベト
ナムで，そして中国大陸で，実りない苦い経
験を繰り返してきたからであります。
（4）急速に成長するアジァNISEとASEAN諸
　　国
　これまで，東西冷戦という状況がつづいて
いたあいだは，日本とアメリカの関係はかな
りうまくいっていました。しかし，東側のソ
連と東ヨーロッパにおける共産主義政権が消
滅し，共通の敵がなくなってしまうと，これ
までの西側の盟友関係もあやしくなりはじめ
ます。アジア地域において国際関係の動きが
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流動的になっている最大の理由のひとつであ
ります。
　東アジア諸国がかなりの生産力をつけてき
たことがその中心にあります。すでに東アジ
ア新興工業地域（NIES）といわれる韓国，台
湾，香港，シンガポールはもう先進国の仲間
入りをする寸前にあります。そこへ向かって
いるのは東南アジア諸国連合加盟諸国，いわ
ゆるアセアン諸国，ということになります。
ただし，インドネシア半島とフィリピンは例
外です。この東アジア地域ヘアメリカの資本
もどんどん入っておりますが，それを上回る
投資が日本によっておこなわれています。
　1985年というのはていへんおもしろい年で
す。ゴルバチョフの登場，ソ連解体の幕開け
の年であると同時に，世界最強のはずのアメ
リカが債務国に転落した年でもあります。ま
た日本から見れば，急ピヅチの円高ドル安が
スタートしたのもこの年です。そこで，いま
日本とアメリカとの関係がアジア太平洋地域
でどういうかかわり合いになっているのかを
考えてみましょう。
　いまアジア太平洋地域のASEAN諸国やア
ジアNIESは平均で実質6パーセントくらい
の成長をつづけております。かつての日本の
高度成長期に近い雰囲気です。これについて
は，いろいろな予測がなされていますが，今
後とも，アジアNIESとASEAN諸国は同じ
くらいの，つまり年平均の実績成長率が6％
くらいの勢いで伸びてくるだろうと考えられ
ています。アジア開銀と国連による予測資料
によると，実質成長率の動きは表2と表3に
示すとおりになっている。
　日本はすでにいち早く先進国になっており
ますのでそんな伸び方をするわけがありませ
ん。日本で予測されている3．5％もむずかし
いと思います。アメリカ，ヨーロッパ，日本
も含めて，先進国の経済はおそらく2％台で
成長していくのがノーマルな状態であるとい
うように，これからはなっていくと考えます。
こういう先進国では，生産すれば生産するほ
どよいというような状態ではなく，“一種の
飽和状態”に近づいています。先進国全体と
　表2　アジアの実質経済成長率（％）
1991 1992
アジアNIES
　ホンコン
韓　　国
　シンガポール
　台　　湾
アセアン諸国
　インドネシア
　マレーシア
　フィリピン
　タ　　　　イ
中　　国
南アジア
???????
6．1
6．0
8．0
0．9
8．1
?????
????????ー
」?＝????? ?
??
〔資料出所〕アジア開銀資料による
表3　世界の地域別実質経済成長率（％）
1991 1992
しては，これからはいわば安定した経済には
どのような投資行動が必要なのか，どういう
産業構成になっていけばよいのか，というよ
うなことが，これから大きな問題になってく
るんだろうと思っています。
　したがって，これからもどんどんと成長を
めざす企業は，ASEANとかNIES諸国にで
ていくことになると思います。こうして，か
つての発展のおくれた国々に資本が蓄積され
て，国際的な格差が縮小し，不均衡が是正さ
れることになるわけです。
　アメリカは，このような充分なダイナミズ
ムをもっている東アジア経済とアメリカ産業
とのつながりを絶対強化したいと考えている
ことは明らかです。ここが，ヨーロッパ経済
とアメリカ経済の間の関係とは質の異なる点
であろうと思います。
　もちろん，旧ソ連・旧東ヨーロヅパとの経
済関係も存在しますが，よく知られていると
おり，この地域の将来は，経済的にも政治的
にもきわめて流動的であり，誰も予測できま
せん。この地域に対しては民間レベルの投資
は無理で，当分のあいだ政府レベルの援助に
限られると思います。
世　　界
先進国
　北アメリカ
　西ヨーロツパ
　アジア太平洋
一〇．3
0．9
－0．6
0．6
4．0
旧ソ連・東ヨーロヅパ　　ー14．1
開発途上国
　ラテン・アメリカ
　西アジア
　南・東アジア
　アフリカ
3．5
2．7
1，2
5．4
3．3
1，5
1．5
2．5
2．0
3．5
一9．5
4．5
3．0
4．0
5．5
3．5
〔資料出所〕国連資料による
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5． 自由貿易体制のもとでの地域主義の
拡大
　一1992EC統合，北米自由貿易協
定，そして東アジア経済圏一
（1）　「共通の価値観」と「相互利益の尊重」
　日本のいまのような成長パターンは今世紀
しか続かないだろう，あと10年たって21世紀
に入れば，日本もだんだんとヨーロヅパ的な
国になっていくのではないか，という見方が
あります。いまの日本のような技術開発力と
このバイタリテaは，そんなに長く続くわけ
にはいかない。と見ているわけです。これは
ヨーロッパの人々の希望的観測を代表するも
のかも知れません。
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
　そこでそういうことにはならずに，日本が
アメリカの経済的覇権に挑戦する国として，
はっきりとした姿勢をあらわしてきたら，ア
メリカは本腰を入れて対決してくることと思
います。なんのかんのといっても，同じ価値
を共有する仲間であるという意識での行動範
囲のなかに日本はいます。そのようにアメリ
カは思っています。ECはまさにそういう価
値を共有する諸国からなりたっている。とア
メリカからは見られているわけです。
　これまで，日本とアメリカのあいだで「共
通の価値」ということが盛んに言われてきま
した。ブッシュ大統領の来日のときのグロー
バル・パートナーシップの議論にも，この言
葉がでてまいります。r共通の価値」とはな
にか。形式的にいえば，議会制民主主義，多
数の政党が存在し，選与を通じての政権交替
のある議会制民主主義がそのひとつであり，
もうひとつは，自由市場経済です。そしてこ
の背後に「人権」と「自由」という概念が置
かれております。
　問題は，日本が，ヨーロッパやアメリカと
同じように，ほうとうにこの「共通価値観」
をもっているのか，という概念が，ときおり
さしはさまれることであります。
　これは共通の価値とは異なりますが，もう
ひとつ重要な概念があります。それは「相互
利益の尊重」という問題です。つまり，一方
が利益を得ても，他方が損をするようなこと
はやめ，お互いに利益になることをやりま
しょう，という考え方です。この「相互利
益」に中身をどうするかについては，各国が
集って議論をする以外はないでしょう。しか
し，日本にこの「相互利益の尊重」という考
え方がほんとうにあるのかどうかは，これか
らの日米関係にかかわる大きな問題でありま
す。
（2）日米安保条約のほかにはなにも「枠」が
　　ない日本
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　ドイツについては，しばしば非協調的とい
われておりますが，そんなことはありません。
旧東ドイツをかかえ込んだため，ドイツ全体
のインフレーションを恐れなければならない
事態になっております。いくら国際協調とい
われても，それは応じられない事態になれ
ば，やむをえない。金利引下げを求める外か
らの要請をことわって金利を引き上げました。
充分な理由のある限りは，それでも金利引下
げをしろとは，アメリカをはじめとする他の
サミット6ヵ国もいうことはできない。アメ
リカは，ドイツがECの枠のなかで，独自の，
しかし合理性のある行動をとっている限り
は，認めざるを得ないと思います。ただ，ド
イツがECの枠の外にはみだしてきたとき，
これは大きな問題になると思います。しかし
ドイツは，過去二回の大戦の張本人になった
国であって，いまECの枠のなかで行動する
ことがいちばん有利だということをよく知っ
ております。
　そこで，ドイツと同じく注目されているも
うひとつの国，日本はどうか，というと，そ
の日本はECのようなそうした枠のなかには
入っていない。日本についてはなんにも枠が
ない，ということに気がつくと思います。も
ちろん，ひとつ大きい枠があります。日米安
保条約です。しかし，その日米安保条約以外
には，集固的な枠はなんにもないのでありま
す。つまり，アジアにECみたいなひとつの
経済圏ができて，そこに日本が収まっている
といった状況ではありません。
　ここから，どのようにしてアジアの政治経
済の安定のための枠組みをつくっていくか，
という問題が世界秩序の上からも注目される
わけです。
（3）マハティール構想と北米自由貿易協定
　マレーシアのマハティール首相が，東アジ
ア経済会議（EAEC）構想を打ち出しました。
これは，日本とアジア地域の国々が集ってひ
とつの経済圏をつくろうではないかという構
想です。そこには，オーストラリア，ニュー
ジーランド，カナダ，アメリカは含まれてお
りません。これまでアジア太平洋地域で国際
的な協議がおこなわれたときにはかならず
入っていた国々が抜けているのです。そうな
ると，マハティール構想のなかでは，いちば
ん経済力のある日本がその中心にならざるを
えない。
　なぜ，マレーシアに首相がそういうことを
いいはじめたのか。これは実は，北米自由貿
易協定と深い関係があります。この協定は，
カナダとアメリカのあいだではすでに19×x年
月日に調印が終わっており，メキシコとのあ
いだではまだ交渉が進んでいる最中ですが，
3国ともこの協定にはきわめて熱心ですの
で，いずれ締結されるものと思われます。そ
のあと，さらに中部，南アメリカまで含めた
構想もありますが，これは実現性のうすい夢
の世界に近い話です。
　メキシコという国は，実は，マレーシアな
どASEN諸国と似ている経済発展状況にあり
ます。アメリカに対して，メキシコから輸出
しているものと，ASEANから輸出している
ものは，かなり似ています。メキシコが北米
貿易協定に入っていなければ，両者は対等で
す，しかし，メキシコがこの協定に入ってし
まえば，メキシコの製品は，完全に関税なし
でアメリカに入っていく。そうすると，アメ
リカのほうがメキシコの製品で十分安くまか
なえるとなれば，マレーシアを筆頭とする
ASEAN諸国から買わなくてもすむことにな
ります。
（4）経済圏形成にともなう貿易転換の問題
　これは，決して排他的ではない経済圏で
あっても，いつたんそれができあがって，域
内関税の撤廃と域外共通関税の設定が現実に
なったら，かならずおこる現象であります。
ですから，排他的でないからよいといって
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も，輸出品の競合する国の一方が協定に入っ
ていて，もう一方が入っていなかったら，後
者の製品は関税分だけ値段が高くなってしま
います。そうなると，域内の輸入者は当然に
前者から輸入してしまいます。これが，経済
圏形成にともなう貿易転換という問題であり
ます。これは，貿易上の差別待遇ではなく，
まさに経済の論理にしたがっているだけなの
に生じてくるものですから，どうしようもな
いことです。
　このことは，ECのばあいも同様です。
ECのなかでは関税を撤廃しますが，域外に
対しては従来どおりですといっても，域内だ
けでの関税なしの取引で需要がみたされれ
ば，域外からはもう輸入しなくてもよくなり
ます。そういう製品が，いろいろとでてくる
はずです。したがつて，1992年に共同市場が
発足してしまうと，域外から市場へ入りにく’
くなるから，それならなかへ入って生産すれ
ばよいということになります。日本の企業も
アメリカの企業も事前にEC域内に直接投資
をおこなう，ということになったわけです。
その投資がまた，摩擦のタネになっているこ
とは多くの人の知るところです。
　北アメリカ自由貿易圏でも，これと同じよ
うなことがおこってくると思われます。
　まず，メキシコに向かって日本の企業が投
資していくかも知れません。それは，東南ア
ジアへ投資するより，メキシコへの投資のほ
うが，アメリカ市場に輸出するとき有利とな
るからです。そうなると，これまで日本から
の投資が大きくおこなわれてきたことによっ
て，ASEANを含む東アジアの国々は経済発
展を促進することができた。技術移転もおこ
なわれた。雇用も増大した。ところが，日本
の企業の関心が東南アジアより有利なメキシ
コに向けられることになれば，なんら貿易上
の差別待遇はおこなわれないとしても，東ア
ジアの国々との貿易額は減ってしまいます。
　日本の東アジアへむけての資本投下は減
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
る，北アメリカへの輸出はむずかしくなる。
こういった事態を予想して，ASEAN諸国は
この問題について神経をとがらしたわけです。
「向うがその気なら，こっちもこっち」とい
う気になった背景はこれであります。これが
マレーシアのマハティール構想がカナダ，ア
メリカを排除した理由であります。
　マレーシアはこの構想について日本によび
かけました。日本が中心にして，成長する経
済圏をつくるというわけです。これに対し
て，かつて大東亜共栄圏の夢をいだいた高齢
の人びとの一部には，いまこそ昔の夢実現の
チャンスだとは思った人もいたようです。マ
ハティール構想が日本の一部で歓迎された一
因は，たしかにあったことは確かです。
　この構想は1992年1月に開催されたアセア
ン首脳会議で棚上げされ，かわりに15年以内
に東南アジア自由貿易地域（AFTA）をつく
りあげることが宣言されました。
（5）アジア太平洋経済協力閣僚会議（APEC）
　　を軸に展開されるアメリカのアジァ政策
　アメリカの視点からみるとき，マハティー
ル構想は歓迎できません。門戸開放主義とと
もに，敵対的覇権国家群の出現は絶対阻止す
るというアメリカのアジア政策の視点からい
えば，このはマハティール構想は危険きわま
りないものであることははっきりしておりま
す。
　アメリカは，自分のほうはさきに北米自由
貿易協定の締結へむけてどんどん進んでおき
ながら，反対とはどういうことなんだ，とい
うのが，ASEANの人びとの納得できぬとこ
ろであろうと思います。しかし，アメリカに
してみれば，いろいろな地域と経済的・政治
的に利益のあるかかわり合いを維持していき
たいということから，東アジア地域について
は，1989年11月に発足したAPECを軸に行動
しています。これは，アメリカ，カナダ，
オーストラリア，ニュージーランドをも含ん
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だ組織で，日本とアメリカが共同してつくり
あげたものです。したがって，日本として
は，APECに力点を置くのは当然となりま
す。
　いま，ヨーロッパにEC共同市場が，そし
てアメリカ大陸には北米自由貿易協定が成立
してくるとなると，アジア地域が，いつまで
も，まとわりのないままでいるわけにはいか
ないことは明白です。したがって，アメリカ
は，北米自由貿易協定のほうを押し進めると
同時に，アジアにアメリカが参加した経済圏
をつくろうとしている。これはアメリカとし
ては当然のことであるし，日本にとってもそ
のほうが都合がよい。実際，いまそういう方
向に進んでいて，APECはかなりはっきりし
た組織にだんだんなっていくと思います。
　そして，アジア地域は自由貿易と市場経済
の基本原則を守るという点では共通しており
ますから，アメリカの構想が実現の方向に進
んでいくとすれば，アメリカとしては，きわ
めて満足すべき世界戦略が樹てられることに
なります。そして，日本はこれからも
APECの路線を守っていくと思います。それ
が日本の利益でもある。
（6）中国独自の自由化路線を黙認するアジア
　　の国ぐに
　こういうアメリカのアジア戦略のなかで問
題になってくるのは，中国と北朝鮮とロシア
連邦です。このうち，ロシア連邦は混乱とも
いうべき状態ですから，いまのところは対応
はむずかしいので距離をおくしかない。まと
もになってくるのには，10年や20年ぐらいか
かるといわれている。国際的に波及するなん
らかの問題を引きおこすことがないように，
せいぜい経済的支援をしていくのがよい，と
見ている。
　したがって，アメリカは，中国と北朝鮮，
なかでもとくに中国との関係をどうやってい
くかが，いまいちばん考慮を要する問題と
なっています。とくに，一方では人権問題，
自由の問題，共通の価値の問題があります。
アメリカから見た場合，中国はそのいずれの
点でも満足できない国です。しかし，中国の
ほうは，そんなことはない，アジアにはアジ
アの自由のやり方があり，アジアの民主主義
のやり方がある，アメリカと同じでないから
交流できない，と言うのでは困ると思ってい
ます。
　そうなると，日本はともかくとして，アジ
アの他の国のなかには，中国に親近感をもつ
国がでてきます。たとえば，シンガポールが
そうです。リー・クワン・ユーという人は事
実上シンガポールで独裁政権を長く維持して
きました。インドネシアも同様です。また，
タイは，議会制民主主義なんか関係なく政権
交替はいつも軍事クーデターですが混乱はな
にひとつおこっていない。いずれもその経済
は発展に発展をつづけている。「われわれに
は，われわれにやり方がある」というわけで
す。リー・クワン・ユーも同じような主張を
しております。
　中国がいま経済発展のために，自由経済特
区をつくり，外国資本をどんどん受け入れ，
外国に信じがたいほど大量の留学生を出し，
そして事実上香港と台湾が窓口となって，中
国のために自由貿易をやってくれている。こ
ういうふうにやって中国に市場経済をとり入
れて経済を発展させている。政治方式につい
ての相違のために経済的交流ができないとい
うのは反対である。そういうのが中国の立場
であり，それをシンガポールのリー・クワン
・ユー 燻x持しているわけです。
（7）柔軟な対応をつづけるアメリカのアジア
　　政策
　こういう状況のなかで，APECは，中国と
台湾を同時に加盟させ，さらに香港もメン
バーに加えました。このことは，中国がそれ
を認めたということであり，中国がいかに現
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実主義政策をとっているのかの証拠でありま
す。中国は，ロシア共和国連邦とは違います。
ものすごく現実主義的です。だから西側も，
あまり西欧型・アメリカ型の「共通の価値」．
の徹底的な追求を中国に対して迫らない方が
よいと思われます。中国が実際にやっている
結果を見ながら，接していった方がいい。中
国はそれ自身のやり方で自由経済化の道を進
んでいますから，それについてあまりごたご
た言わない方がよいように思われます。
　一方，アメリカはどうかと言えば，一方で
「共通の価値」を強く唱えながら，APECへ
の中国，台湾，香港の加盟に賛成なんです。
アメリカもまた実に柔軟に対応しているかが
よくわかります。このあたりが，原理・原則
を一方で掲げながら，他方では現実的な利害
計算に配慮しながら，また，地政学的な計算
をしながら行動しているという外交政策のあ
り方が，たいへんよく出ていると思います。
　さらに，APECへはいずれロシヤ共和国連
邦が加わってくることになるでしょう。これ
についても，アメリカが柔軟な政策スタンス
をとっていくことはうたがう余地はありませ
ん。
（8）地域的な経済圏の形成とウルグアイ・ラ
　　ウンド
　ここで，現在きわめて難行しているウルグ
アイ・ラウンドとの関連について言及してお
く必要があります。
　すでに知られておりますように，ウルグア
イ・ラウンドは1986年9月にウルグアイのプ
ンタ・デル・エステでその交渉の開始が宣言
されてから，かれこれ6年を経過しておりま
す。この多角的な貿易交渉は，ガットのおこ
なってきたこれまでの7回の多角的貿易交渉
につづくものですが，今回のウルグアイ・ラ
ウンドはかなり進行がおそい交渉となってお
ります。もちろん，これまでのラウンドも決
して淡淡と進行してきたわけではなく，それ
日米関係の変容と東アジア経済（渡部）
相応の期間がラウンドの開始から妥結までに
かかっております。
　さきの東京ラウンドでは1973年9月からス
タートしましたが，妥結したのは1979年です
から，6年を要しておりました。しかし，今
回のラウンドでは，すでに6年もつづけてき
てはいますが，妥結の見通しがはっきりとは
しておりません。東京ラウンドの前のケネ
ディ・ラウンドは1964年5月から開始されま
したが，ガットがおこなった最初の大きな関
税一括引下げ交渉でしたが，それは1967年に
妥結しており，3年を要しただけでした。ウ
ルグアイ・ラウンドがいかに難行しているか
がわかります。
　それには理由があります。これまでのラウ
ンドでは，関税の引下げがその中心的な交渉
項目でしたが，ウルグアイ・ラウンドでは交
渉項目として新たに登場したものとして，農
産物貿易やサービス貿易，さらに知的所有権
があります。
　いずれも，1980年代にはいってから，国際
自由貿易の視点からゆるがせにできないもの
として重要な交渉項目となったものでありま
す。なかでも，農産物，とくに穀物の貿易は
先進国において強い保護政策の対象になって
いたものであっただけに，その貿易の自由化
は大きい課題となっておりました。
　自由貿易体制の推進・維持というガットの
精神にてらして，農産物貿易を交渉の枠外に
おくわけにはいかなくなったのです。工業製
品が中心の交渉とはことなり，農業を中心と
した保護主義的政策をとっているいくつかの
国，その自由化に強く抵抗しているいくつか
の国一それが先進国であることが，交渉を
難行させている理由であることは，周知のと
ころと思います。
　アメリカ，ECそして日本は，いずれもウ
ルグアイ・ラウンドの失敗をさけようと主張
してはいますが，農業交渉の妥結にあたって
は，相手側がおれることによって妥結するこ
147
とを願っております。つまり，自国の主張が
そのまま認められることを前提にして妥結し
たいというのが本音であります。
　そういうわけで，この交渉に参加している
のは108国におよびますが，ウルグアイ・ラ
ウンドの妥結のカギをにぎっている農産物貿
易における交渉では，アメリカとECと日本
が主役だというわけです。これはまことに不
思議な光景です。ウルグアイ・ラウンドを開
始するためのイニシヤティブをとったのがこ
れらの国であり，多数の途上国をまき込んで
の新しい交渉項目をとりあげ，途上国に妥協
を求めてきたのがこれらの国です。しかし，
それら先進国の間での妥協の決断が下せない
ために，ウルグアイ・ラウンドが暗唱にのり
あげているのです。
　先進7ヵ国の首脳は毎年一同に会して国際
政治経済問題について協議し，先進国がとる
べき政策方針をうちだしておりますが，過去
2年間，ウルグアイ・ラウンドの早期妥結
（事実上は農業交渉の妥結）を一致して宣言
してきました。それにもかかわらず，今年も
またサミットが開催されるにもかかわらず，
妥協ができずにいます。サミットの早期妥結
宣言はどういうことになってしまうのでしょ
う。首脳は妥結に一致し，現実の交渉は一向
に進展しないという奇妙なことになっている
のです。
　その間に，アメリカは北アメリカ自由貿易
協定の締結へむけて精力的に行動し，西ヨー
ロッパ諸国はEC共同市場の達成，さらに共
通通貨の創出や政治的な統合など，ヨーロッ
パ統合へむけて，同じようにエネルギーをか
たむけております。そして，日本とアメリカ
の二国間交渉にみられるように，ウルグアイ
・ラウンドのぞとで，二国間協議を推しすす
めています。
　結局のところ，ウルグァィ・ラゥンドが
延々とつづけられ，事実上は妥結が限りなく
先のばしされているようにみえます。おそら
く，そうなれば，現在ある程度の自由貿易は
維持され，個別的な各国間協議によって，
サービス貿易や知的所有権をめぐる国際的対
応をつくりあげていくことになるでしょう。
いいかえると，いまより悪くなることはな
い，ということになります。
　ECはヨーロッパの域内解決（European
solution）にもっばら努力していくでしょう
から，北アメリカ地域や東アジア（アジア太
平洋）地域との関係や国際貿易秩序の問題
は，第一義的な関心事ではなくなるかもしれ
ません。
　事実，いまでも，すでにそういう状況にあ
るともいえます。そうなると，日本とアメリ
カの間の摩擦や対立は，ECにとっては困っ
た話しでもなんでもないわけです。この両国
の間がギスギスしていくこと，両国間の経済
問題をめぐって関係が悪化し，そこで両国が
エネルギーを浪費していくことは，ECに
とっては，ある意味でありがたい話しという
ことになるかもしれません。
　日本とアメリカが利害一致してECの政策
に対抗し，圧力を加えてくるような事態がお
こってきたら，ECにとってはまことに不愉
快なことになります。東アジア（アジア太平
洋）地域の中心にある日本と，北アメリカ地
域の中心であるアメリカの協力関係は，同時
にECにとっては厄介なことになる可能性を
もつからです。
　こうした視点からみるならば，日米関係の
変容が現在のような方向にむかっているのは
国際経済の安定のためにも，東アジア地域の
ためにも望ましくない，ということになりま
す。
　　　　　　　　　　　　　（1992年2月）
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